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Ⅰ 序論 

 

1. 研究の背景 

日本では少子高齢化の進展により労働力確保が喫緊の課題となり、定年延長や再雇用制度の導入、

70歳までの就業機会確保など、高齢期までの就業を促進する制度整備が進められてきた 1）。しかし、

再雇用後の賃金水準は定年前の 6～7割にとどまり、職務内容も責任や裁量が限定される傾向にあり 2）

3）、高齢期にふさわしいやりがいや自律性を伴う働き方の選択肢は十分とは言えない。このような状

況の下、既存の雇用枠組みに依存しない新たなキャリア形成の選択肢として、中高年層による起業が

注目されている。日本政策金融公庫の調査によれば、新規開業者の平均年齢は 43.6歳であり、40代以

上が 6割を超えるなど、中高年層が起業の主要な担い手となっている 4）。また、新設法人の代表者の

平均年齢も約 48歳とされ、法人設立においても中高年層の比重は大きい 5）。さらに、日本では起業が

高齢者就業政策の一環として明示的に位置づけられており、高齢社会対策大綱や生涯現役促進地域連

携事業において、「雇用または起業」による就業継続が制度的に支援されている点に特徴がある 6）。こ

れは、欧米諸国における社会参加や生涯学習を主目的としたシニア起業支援 7）8）とは異なり、労働力

確保や社会保障の持続可能性を背景とした政策的位置づけである。 

一方で、中高年起業には事業継続とその後のキャリアに関する課題も存在する。開業後 5年目の企業

生存率は約 8割と比較的高いものの、廃業後のキャリアを見ると、中高年層では再就職や再起業の割

合が低く、60歳以上では労働市場からの退出に直結しやすいことが報告されている 9）。また、中高年

起業の成果は事業が存続しているか否かのみでは十分に評価できない。中高年起業家は生活の安定と

自己実現の両立が求められるライフステージにあり、主観的な満足度も重要な成果指標となる。実

際、起業家全体では一定の満足度が確認される一方、40～50代では収益不足が不満の主因となり、60

代以上ではやりがいや裁量性が満足の源泉となるなど、年代による差異もみられる 4）。さらに、日本

の起業支援は開業段階に重点が置かれ、起業後の事業継続を中長期的に支える仕組みは十分に整備さ

れていない。資金調達も自己資金や借入への依存が大きく、とりわけ中高年起業家は家計責任や健康

面の制約からリスク許容度が低くなりやすい。こうした現状を踏まえると、資金面に限らない多面的

かつ持続的な起業後支援のあり方を明らかにすることが重要である。とりわけ、地域社会、家族、元

職場といった多様なネットワークを通じた社会的支援に着目し、中高年起業家の事業継続と満足度を

統合的に検討することは、成熟社会における働き方と幸福の関係を実証的に捉える上で重要な課題で

ある。 
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2.本研究の目的と構成 

本研究の目的は、中高年起業家の事業継続および主観的満足度に関連する要因を明らかにすること

である。とくに、国や自治体などの公的機関、金融機関や士業など民間の専門機関、かつての職場、

友人、家族や親族といった多様な関係主体から得られる社会的支援に着目し、その影響を量的・質的

の両側面から検討する。本研究は、中高年起業家を対象とする量的研究（研究 1）と質的研究（研究

2）で構成されている。研究 1では、社会的支援が事業継続および満足度に及ぼす影響を統計的に検証

し、研究 2では、満足のいく事業継続における社会的支援の獲得と活用のプロセスを質的に分析す

る。これら 2つの研究を通じて、中高年起業における社会的支援の意義と役割を総合的に明らかにす

ることを目的とする。 

Ⅱ 中高年起業家の事業継続と満足度に影響を与える要因：社会的支援に着目して（研究１） 

1.目的 

中高年起業家の事業継続要因と起業経験に対する満足度の規定要因を、特に国や民間機関、職場、

友人、家族という社会的支援源に着目し、そこから得られる支援を種類別に整理した上で、その影響

を検証することを目的とする。 

 先行研究を踏まえて、以下の仮説を導出した。 

（1）公的機関からの支援が起業家の事業継続と起業満足度に与える影響 

● H1a：公的機関から資金的支援を受けた起業家は、支援を得られなかった起業家に比べて事業継続

率が高い。 

● H1b：公的機関から情報的支援を受けた起業家は、支援を得られなかった起業家に比べて事業継続

率が高い。 

（2）民間の専門機関（金融機関、士業、コンサルタント等）からの支援が起業家の事業継続と起業満

足度に与える影響 

● H2a：民間機関から資金的支援を受けた起業家は、支援を得られなかった起業家に比べて事業継続

率が高い。 

● H2b：民間機関から情報的支援を受けた起業家は、支援を得られなかった起業家に比べて事業継続

率が高い。 

（3）かつての職場からの支援（同僚・上司・取引先など）からの支援が起業家の事業継続と起業満足

度に与える影響 

● H3a：かつての職場から情緒的支援を受けた起業家は、支援を得られなかった起業家に比べて事業

継続率が高い。 

● H3b：かつての職場から情報的支援を受けた起業家は、支援を得られなかった起業家に比べて起業

満足度が高い。 
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（4）友人及び家族からの支援が事業継続と起業満足度に与える影響 

● H4a：友人から情緒的支援を受けた起業家は、支援を得られなかった起業家に比べて起業満足度が

高い。 

● H4b：家族から情緒的支援を受けた起業家は、支援を得られなかった起業家に比べて起業満足度が

高い。 

 

2.方法 

1） 対象者 

調査対象者は、全国規模のオンライン調査会社が保有する登録パネルから抽出した。インターネッ

ト調査のパネルから抽出した理由は、中高年起業家を抽出するためのデータベースが存在しなく、か

つ一般集団からの抽出では出現確率が極めて低いことから、対象者を効率よく抽出できる手段として

採用した。選択基準は、男性起業家であることに加えて、日本国内に居住し、起業年齢が 40歳以上 64

歳以下の者とした。なお、起業家の定義は先行研究 10）に基づき、事業を開始し、法人を設立しその経

営者となることであった。個人事業主から法人になること、後継者が先代から事業を引き継ぐこと及

び業種転換、新事業・新分野への進出、副業としての起業は含まない。副業としての起業も含まな

い。調査は 2020 年 1月に実施した。本研究は（1）事業継続に影響を与える要因の解明、（2）起業家

の主観的満足度の規定要因の解明に分けて分析を行った。（1）に関しては、スクリーニング質問であ

った「初めて起業・開業した事業の経営形態」で「その他」と回答した人については自由記述を確認

し、「経営形態が株式会社、合同会社・合名会社・合資会社、有限会社」に当てはまらない場合は除外

し、さらに連続無回答や全設問に同一選択肢を回答するなどきちんと回答していない可能性が高い者

も除外し、1525 名を最終的な分析対象者とした。（2）は調査時点で事業を継続している起業家 1160名

に限定し、分析を行った。なお、本研究では複数の支援源からの支援を同時に投入した場合、説明変

数間の相関に起因する多重共線性が生じ、回帰係数の推定値が不安定化する可能性がある。そのた

め、本研究では支援源を個別に投入し、それぞれの効果を検証する分析を行っている。 

 

2）分析方法 

 （1）はイベントヒストリー分析、（2）は二項ロジスティック解析を行った。 

 

3）倫理的配慮 

本研究は桜美林大学研究倫理委員会の承認を得て行った(承認番号:19081)。 

 

3.結果 

1） 分析対象者の属性 
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分析対象者は、起業年齢 40～64 歳の中高年起業家であり、平均起業年齢は 49.5歳であった。居住 

地は関東圏が最も多く、学歴は大学卒以上が 6割を占めていた。経営形態は株式会社が過半を占め、

業種はサービス業、不動産業、建設業を中心に多様であった。調査時点で約 8割が事業を継続してお

り、平均事業継続期間は約 79か月であった。起業満足度については「やや不満」および「どちらとも

言えない」が比較的多く、必ずしも高い満足が得られていない層も一定数存在していた。 

 

2）事業開始から終了までの期間に影響を与える要因の分析 

公的機関からの支援については「フル活用」「資金的支援」「情報的支援」「支援不要」がいずれも基

準層（支援を求めたが得られなかった層）に比べて事業終了リスクを有意に低下させた（HR=0.35〜

0.59）。民間機関からの支援では、「支援不要」のみがリスク低下に有意に関連していた（HR=0.62, 

p<.05）。かつての職場からの支援では「情緒的支援」（HR=0.573, p<.05）および「支援不要」

（HR=0.612, p<.05）が有意なリスク低下を示した。友人からの支援でも「情緒的支援」（HR=0.543, 

p<.05）「支援不要」群（HR=0.615, p<.05）がリスクを有意に低下させていた。家族・親族からの支援

も「情緒的支援」（HR=0.483, p<.01）と「支援不要」（HR=0.613, p<.05）が有意にリスク低下を示し

ていた。以上の結果から、公的機関からの資金的支援および情報的支援が事業継続に正の影響を与え

るとした H1aおよび H1bはいずれも支持された。一方、民間の専門機関からの資金的支援および情報

的支援が事業継続に正の影響を与えるとした H2aおよび H2bはいずれも支持されなかった。かつての

職場からの支援については、情緒的支援が事業継続に正の影響を与えるとした H3aは支持されたが、

情報的支援については有意な効果は確認されなかった。 

  

2） 起業したことに対する満足度に影響を与える要因の分析 

各支援源を個別に投入したモデルを推定した結果、公的機関からの支援については「支援不要」ク

ラスのみが起業満足度に有意な正の影響を与えていた（B＝0.34,p＜.05）。民間機関からの支援では

「フル活用」（B＝0.53, p＜.05）、「情報的支援」（B＝0.58, p＜.01）の各クラスが起業満足度に有意

な正の影響を与えていた。かつての職場についてはいずれのクラスにおいても起業満足度に関する有

意な効果は確認されなかった。友人からの支援については「情緒的支援」クラスが起業満足度に有意

に正の影響を与えていた（B＝0.54, p＜.01）。「フル活用」群（B＝0.40, p＝.113）については有意な

効果は確認されなかった。家族・親族からの支援については、「情緒的支援」クラスが起業満足度に有

意な正の影響を与えていた（B＝0.53, p＜.01）。 

以上の結果から、民間の専門機関からの情報的支援が起業満足度に正の影響を与えるとした仮説

（H2）は支持された。一方、かつての職場からの情報的支援が起業満足度に正の影響を与えるとした

H3b は支持されなかった。友人からの情緒的支援が起業満足度に正の影響を与えるとした H4a、および

家族からの情緒的支援が起業満足度に正の影響を与えるとした H4bはいずれも支持された。 
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4.考察 

本研究では、社会的支援の提供源および支援の種類に着目し、中高年起業家の事業継続および起業満

足度への影響を検討した。その結果、複数の仮説が支持される一方で、一部の仮説は支持されず、支

援源や支援の種類によって効果の現れ方に差異がみられた。本章では、特に支持されなかった仮説に

焦点を当て、その背景について考察する。 

 

1）民間専門機関からの支援が事業継続に結びつかなかった理由 

民間の専門機関（金融機関、士業、コンサルタント等）からの支援は起業満足度には正の影響を与

えた一方で、事業継続との有意な関連は確認されなかった。この結果は、本研究の量的分析におい

て、民間専門機関による支援が、必ずしも中高年起業家の事業継続を直接的に支える要因とはならな

い可能性を示唆している。その背景として第 1に、民間専門機関による支援の性質が、事業の持続的

運営よりも、意思決定の質や主観的評価の向上に寄与しやすい可能性が挙げられる。専門家からの助

言やネットワーク提供は起業家にとって判断の妥当性を確認する材料となりうる。知識格差を補い、

自己効力感を高める心理的支援として作用するなど、起業経験を肯定的に評価することには寄与した

ものの、売上確保や顧客基盤の安定といった事業継続の構造的条件を直接的に改善しなかった可能性

がある。第 2に、中高年起業家は、既に一定の職業経験や人的ネットワークを有している場合が多

く、民間専門機関からの支援が新たな経営資源の獲得につながりにくい可能性がある。その結果、支

援の効果が心理的側面にとどまり、事業継続というアウトカムには反映されなかったと考えられる。 

 

2）かつての職場からの支援が起業満足度に結びつかなかった理由 

 かつての職場からの支援については、「情緒的支援」が事業継続に有意な正の影響を示した一方、満

足度との関連は有意ではなかった。この結果は、かつての職場からの支援が果たす役割の特性を反映

していると考えられる。第 1に、支援のタイミングと性質の違いが影響している可能性がある。かつ

て職場からの支援は、開業初期における顧客紹介や助言といった情報的・実務的支援が中心であり、

事業の安定化には寄与するが、長期的な心理的満足には直結しにくいことが考えられる。第 2に、関

係性の両義性が影響している可能性がある。前職関係者からの支援は信頼資本として機能する一方

で、旧組織への心理的拘束感や上下関係の残存を伴うことがあり、起業家の自律的達成感を妨げる場

合がある。第 3に、支援の内容が主として情報的支援に偏り、情緒的支援が乏しいことも影響してい

ると考えられる。日本的職場文化の文脈では、「恩義」や「義理」といった社会的規範が強く、支援が

心理的負担として経験されることもある。このため、支援が純粋な援助ではなく、社会的義務として

受け取られる側面があり、満足度の向上を抑制した可能性がある。 
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Ⅲ 中高年起業家の満足のいく事業継続における社会的支援の活用（研究 2） 

 

1. 目的 

本研究の目的は満足のいく事業継続を実現している中高年起業家がどのように社会的支援を獲得・

活用しているのか、そのプロセスを質的に明らかにすることである。 

 

2. 方法 

研究 1で実施した中高年起業者アンケート調査の回答者から「調査時点で 3年半以上事業を継続し

ている」「総合的な開業満足度について「大いに満足」「やや満足」と回答している」に該当する者を

抽出し、電話及びオンラインビデオ会議ツールを用いた半構造化インタビューを実施した。分析にあ

たっては、新たな概念が出現せずカテゴリー枠組みが十分に説明可能であると判断できるまでデータ

収集を行い、理論的飽和に達したとみなした。調査は 2020年 7～8月にオンラインで実施し、1ケース

あたり平均 60分であった。分析には修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（M-GTA）を用い

た。分析テーマは「中高年起業家の満足のいく事業継続における社会的支援の活用プロセス」、分析対

象者は「中高年で初めての起業を経験し、事業継続に成功しており、かつ、起業に対して満足してい

る男性経営者」であった。逐語録をもとに概念を抽出し、カテゴリー化を行い、ストーリーラインと

して統合した。 

 

3. 結果 

１）対象者の概要 

平均起業年齢は平均 47.9±5.3歳であった（最年少は 41歳、最年長は 60歳）。居住地として最も多

かったのは東京都であり、全体の半数を占めた。最終学歴は 12人中７人が「大学」と答えており、２

人は「大学院」であった。最長職種では 12人中９人が「管理的な職業」と回答していた。売上状況は

12人中 5人が「増加傾向」、4人が「横ばい」と答えていた。採算状況は 12人中８人が「黒字基調」

であった。 

 

２）ストーリーライン 

本研究では 34概念、2サブカテゴリー、6カテゴリーが生成された。全体像としてのストーリーラ

インは以下の通りである。カテゴリーは【 】で示している。中高年期に初めての起業に直面する中

高年起業家の背景には【中年期の危機に直面した不安の高まり】があった。【危機脱出策としての起業

を意識】し始めた中高年起業家は、自らをとりまくさまざまなネットワークを駆使して【起業実現に

向けた内的資源および外的資源の確認・拡充】を行っていた。内的資源（貯蓄・スキル）と外的資源
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（助言・顧客紹介）を組み合わせながら、事業開始に必要な基盤を整えていた。開業後も、こうした

資源の活用と探索は継続される。具体的には【顧客信頼の土台作り】を通じて、安定した顧客獲得を

図りながら、【事業のスリム化】によるコスト削減や効率化を進め、さらに【事業全体の見直しと再

編】を定期的に実施していた。これら３つの取り組みを循環的に繰り返すことで市況の変化や不測の

事態に対応しながら、経営を安定した軌道に保っていた。 

 

4. 考察 

中高年起業家の起業プロセスの出発点には【中年期の危機に直面した不安の高まり】があった。「こ

のままでよいのか」という自問自答を繰り返す姿は、これまでさまざまな既存研究で述べられてきた

「中年の危機（ミッドライフ・クライシス）」11）と重なる。不安に直面した起業家は【危機脱出策とし

ての起業を意識】し、不本意な配置転換やキャリア停滞に対する不満を契機として自己裁量への希求

を強めていた。さらに、仲間や同僚からの承認や励ましは自己効力感 12）を高め、起業への移行を後押

ししていた。この過程は、Shaperoらが提示した起業イベント理論 13）における「望ましさ」と「実行

可能性」が高まる過程に対応するものである。さらに、同僚や友人からの承認や励ましが自己効力感

を高め、起業への移行を後押ししていた。社会的支援が内的動機づけを強化する心理的資源として作

用することが示唆された。 

起業準備段階では【起業実現に向けた内的資源および外的資源の確認・拡充】は入念に行われてい

た。貯蓄やスキルといった内的資源を棚卸しながら、仲間・友人や士業専門家などの外的資源を積極

的に探索・動員する姿勢が確認された。これらの支援は、単に「受ける」ものではなく、必要に応じ

て組み合わせ、再構築する形で活用されていた。社会関係資本論における「動員可能な関係資源」と

しての支援が、能動的に編成されていたと解釈できる。開業後は、支援の形が段階的に変化した。初

期には【顧客信頼の土台作り】が重要となった。小規模な受注の積み重ねを通じて信頼を形成し、「指

名され続ける存在」へと成長していくプロセスが語られた。こうした顧客との長期的関係構築は、

Uzzi（1997）が指摘する「埋め込みによる信頼形成」14）が事業継続を支える典型的な例であり、支援

が単なる資源ではなく「信用資本」として機能していたと読みとれる。経営の安定期には、【事業のス

リム化】や【事業全体の見直しと再編】が重視されていた。固定費を抑え、自ら現場に立つと同時

に、必要な部分だけを外注化することで効率化を図っていた。こうした経営の柔軟性は、かつて大企

業に属していた経験を「反面教師」として活かすものであり、過去の職場文化を批判的に再利用する

形での支援の内面化と考えられる。経営判断における“自己裁量”の確立は、Benzら（2008）の「手

続き的効用」（procedural utility）15）と重なり、自律性の感覚が満足度の基盤となっていた。 

さらに注目すべきは、かつての職場との関係である。量的研究では、元職場からの支援は事業継続

には有意な影響を示したが、満足度とは関連しなかった。この点を補う質的分析では、前職の影響が

「明示的な支援」としてよりも、経験や信頼の内在化として現れていた。多くの起業家が「前職の顧
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客を引き継いだ」「上司の言葉が今も行動指針になっている」と語り、職場で培った価値観や人脈が内

面化された支援として機能していた。一方で、前職関係はしばしば心理的拘束や競業リスクを伴い、

「頼りすぎると独立できない」「旧組織に遠慮がある」といった両義的感情も表出していた。 

一方で、制度的支援や家族からの支援はほとんど活用されなかった。国の制度については「不便な

ので使わない」との否定的評価が中心であり、家族についても一部には妻が事務全般を担っているケ

ースもわずかにあったが、大半は「心配をかけたくないので話さない」という語りが占めた。この結

果は、制度的支援が存在しても文化的・心理的ハードルによって活用されにくいと解釈でき、量的研

究での「公的支援が継続を支えるが満足には影響しない」という傾向と整合的である。 

 

Ⅳ 総合考察 

1. 本研究の主な知見 

研究 1（量的分析）では、中高年起業家を対象とする全国調査から、事業継続と満足度に影響する要

因を明らかにした。公的支援は資金的・情報的に限定的な利用であっても事業終了リスクを低下さ

せ、存続を支える役割を果たしていた。前職関係者や同業者ネットワークは顧客信頼や業界情報の獲

得を通じて事業の安定に寄与し、また満足度については民間機関の情報的支援や友人・家族からの情

緒的支援が肯定的に関連していた。 研究 2（質的分析）では、12名のインタビューから、満足のい

く事業継続に至るプロセスを描き出した。起業家は「中年期の危機」を契機に起業を意識し、内的資

源（貯蓄・スキル）と外的資源（助言・顧客紹介）を組み合わせて基盤を整えた。開業後は顧客信頼

の構築、事業スリム化、事業再編を循環的に実行し、市況の変化に対応していた。 

以上のことから、中高年起業家にとって社会的支援は存続を下支えする資源であるのと同時に、能

動的に構築され、満足感を生む見えざる資源としても機能することがわかった。支援は既存ネットワ

ークを基盤に能動的に探索・獲得され、獲得した支援が具体的な経営実践に結びつき、適応と安定を

もたらしていた。その過程自体が「やりがい」や「自律性」と結びつき、主観的満足を形成すること

が示唆された。 

 

2. 今後の展望 

今後の研究の方向性としては以下が考えられる。第 1に、中高年起業家の多様性に注目した分析が

必要である。40代と 60代ではライフステージや家族責任、キャリア背景が大きく異なり、起業動機や

社会的支援の意味づけも変化する可能性が高い。今後は年代別に層別化した分析や、ライフコースの

観点を取り入れることで、中高年起業家の多様性をより精緻に描き出すことが期待される。特に 60代

前後の起業家にとっては、健康状態が就労能力や事業継続に直結する課題となり得る。したがって、

起業支援研究においても高齢就労研究の知見を取り入れ、健康上のリスクやそれを補う支援の在り方
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を検討する必要がある。第 2に、成長志向型起業家への着目である。中高年起業家の中にどの程度ベ

ンチャー型の起業家が存在し、彼らがどのように支援を獲得・活用しているのかを解明することが求

められる。成長志向型と安定志向型の比較を通じて、支援の多様なニーズを把握し、ターゲットに分

化した支援策を設計することが可能となる。 

第 3に、社会的支援の枠組みの拡張である。提供源と機能の両面を同時に捉えるモデルを構築し、

支援源の重なりや相互作用を数量的に把握するとともに、支援の質や強度を評価できる指標を導入す

ることで、支援の多層的な性質を明らかにする必要がある。 

第 4に、支援の獲得・活用を時間的に追跡する研究が必要である。縦断的なパネル調査や追跡イン

タビューを導入し、起業初期から事業継続の各段階にかけて支援がどのように変化し、事業の存続や

起業家の満足度に影響を及ぼしていくのかを明らかにすることが望まれる。現代的な特徴として、オ

ンラインプラットフォームやデジタルネットワークを介した新しい支援の形態を含めて検討すること

も今後の課題である。 

本研究で得られた知見を踏まえ、中高年起業家を対象とした起業家教育プログラムの構築や、起業

前の保有リソースの棚卸しおよび実践知を共有する学習機会の設計とその有効性の検証も、今後の研

究課題として位置づけられる。 
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